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政府が賃金引き上げできるのは厚労省！審議会を開くのも厚労省

「2022年10月発効の最低賃金の再改正を要請し、直ちに中央最低賃金審議会へ諮問をすることを求めま
す」の厚労省要請をした。要請したのは、「最低賃金大幅引き上げキャンペーン委員会」。10月24日、10:30、厚
労省で、厚労省係官に加藤勝信厚生労働大臣宛の要請書を手渡した。出席したのは、下町ユニオン、全国一
般全国協、全国生協労連、郵政ユニオン。厚労省は3名が出席。冒頭、川添さんから、要請の主旨を説明し
た。

■キャンペーン委員会（川添さん）
「今日の脅威的な物価高で、10月から発効

となった最賃全国平均961円は、基礎的支出
項目の物価上昇率(4月4.5%)にも満たない不
十分なもので、全く物価高に追いつかない。海
外の欧米諸国では、対応した対策がとられ、
随時最賃改訂がされる。日本でも中央審議会
の開催で協議ができる。厚労省の思いの見解
を聞きたい。

◆厚労省
物価高だけに限定しないで、総合号的な見

地から判断をしている。現段階では、物価高に
留意するが全体的にも行っていない。
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■委員会
9月の物価上昇率が3.1%まで上がって

いる。緊急性があると思うが？

◆厚労省
物価高には、注視している。ただ、最

賃改正が絶対にないとは言えないが、
その点については、総合的に鑑み見て
いる。
■委員会
円安の基調は変わっていない。物価

高が続くことに行政の責任がある。対応
できないで進行を見続けて良いのか？
◆厚労省
物価高だけで動けない。開くことはできるが。

■委員会
物価上昇は死活問題だ。厚労省は検討もしないのか？

◆厚労省
あくまでも総合的に勘案している。

■委員会
物価上昇はドンドン進み、10月からの最賃では生活ができない。

◆厚労省
新しい資本主義実現会議からも、物価高のみで検討できないとしている。

■委員会
判断材料がギリギリの指標を見て判断をしているのか？物価統計資料は4月までだ。その後の物価高は

4.8%まで上昇している。審議会での公益委員の発言見解以上に現状は厳しくなっている。初めてのケースだ
が中央審議会へ諮問してもらいたい。来年の6月以降まで待てない。緊急性で年内の審議会開会を願いた
い。
■委員会
半年に1回の審議会開催の見直しが求められる。政府のできる賃上げ対策は最賃だけです。

■委員会
物価が上がり、賃上げがない家計はギリギリ！現状を見てほしい。経済状況の急激な変化に、最賃制度が

対応できていない。通常を超えた対応が必要だ。だからこそ最賃の検討になる。コロナ以上に円安が進み困
窮が増している。最賃制度の対応で、厚労省から中央審議会の諮問を実現させてほしい。厚労省のイニチュ
アチブを発揮してほしい。審議会を開くか開かないは、厚労省の事務方にかかっているお願いします。貧困対
策は、生活保護行政ではできない。無理難題でない。最賃審議会を開くことが改善の第一歩になる。やらない
と大変なことになる。来年まで待つのか？生活破壊になるのか、深刻が迫っている。
◆厚労省
最低賃金三要素(生計費、賃金、支払い能力)の指針を物価高だけで対応は難しい。

■委員会
だとしたら年1回の開催で解決できると思いますか？危機的状況に決めるのは最賃審議会。物価高の目安

をつくる。正社員に届いても非正規には届かない。厚労省がイニチュアチブを握る。これ大事です。
■委員会
地方からも要請している。本省がしっかり対応を願いたい。

■委員会
新潟から来ました。三要素を守って。新潟は冬に向かい電気・ガス代が痛烈に上がる。家計が追いつかな

い。地方の厳しさを知ってほしい。
■委員会
中央審議会を開いてもらいたい。強く要請する。開けないとなると今の物価高で死人も出る。大変な状況で

す。日本社会を壊滅させないために、厚労省にやる能力に期待する。年2回やることは無理な話しでない。
◆厚労省
データはいろいろ吸収している。

■委員会
物価が上がり、絶対に賃上げが必要！非正規に賃上げできないから最賃がある。大きな議論が遅れてい
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る。審議会にやってもらいたい必要だ。それ以外に最賃は上がらない。来年10月まで上がらないことは恐ろし
い事態を招くことになる。
■委員会
地方でもフードバンクがひな切れなる。4月まで上がる期待感を持たせてほしい。

■委員会
厚労省の皆さんができることは最賃審議会の開会諮問です。イニチュアチブを取って諮問してほしい。異常

な事態だからこそ、厚労大臣と政府にあげてほしい。最賃水準を適正であるか、イニチュアチブを握って諮問
してください。お願いします。
■厚労省
要望いただき趣旨は法律上、データを見て、判断と検討を努めます。

◆委員会
本日はいろいろありがとうございました。私たちの思いを汲み取りよろしくお願いします。

厚労省記者クラブ 13：00

早急な最賃中央審議会の開催を要請
■最賃キャンペーン委員会は、10月に発効した最賃の再改正を中央最賃審議会に諮問を求める要請書を
10/24、厚労大臣に提出した。13時からは、厚労省記者クラブで記者会見を開いた。諮問できるのは厚労大
臣！審議会の開催を強く求めたことを伝えた。厚労省から3名が出席した。「物価高だけに限定しないで、総合
号的な見地から判断をしている。現段階では、物価高に留意するが全体も見ないといけない」と語った。

◆記者会見の出席者
①下町ユニオン ②全国一般全国協 ③全国生協労連 ④郵政ユニオン⑤新潟
会見の冒頭、川添さんが、最賃キャンペーン委員会として、要請主旨を説明した。「今日の脅威的な物価高

で、10月から発効となった最賃全国平均961円は、基礎的支出項目の物価上昇率(4月4.5%)にも満たない不十
分なもので、全く物価高に追いつかない。海外の欧米諸国では、対応した対策を取る。日本でも中央審議会
で審議するなど、厚労省が審議会に諮問することを強く求めた」。

◆司会(川添さん)
「最賃1500円の目標は抑え、中央審議会の開会を求めた。物価高は9月だけで3%代に。岸田首相は給付金な
どを準備を言うが、厚労省は何も手を打たないのか？年1回の審議会開催では、狂乱物価に対応できない。

最賃大幅賃上げキャンペーン委員会 4団体代表記者会見
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中間でもう一度やってほしい。来年の10月まで、今の水準で行くのか？フランス、ドイツ、アメリカなどは、物価
高に対応している。日本も当然に審議会を開き改訂をしてほしい」ことを求めた。
◆わたらせユニオン

最賃三要素で生計費は4%を超える勢い。生活は圧迫している。答申の中でも、5、6月の事情で指摘して
いる。最賃法は必要に応じて最賃審議会を開くとしている。そうすれば、来年の4月に最賃改訂ができる。欧州
では年4回も行われており、引き上げるべきだ。労使交渉で影響を受けない組合のない企業では、引き上げも
ない。政府のできる賃上げは、最賃の中央審議会を年末までに諮問をすること。
■下町ユニオン
非正規には定昇も無く、物価高で厳しい生活を強いられている。働いても、まともな賃金を得ず生活ができ

ない。今は非常時だ。日本は外国から比して低水準。どうする基準がない。働いて生活できる賃金要求は当
然だ。
■全国生協労働組合連合会
職場は6割が非正規です。地方は、自動車なければ生活できない。ガソリン高騰、物価高で生活苦が続く。

審議会の諮問できないことに怒りしかない。地域で働く労働者は、ダブル、トリプルワークが当たり前になって
いる。最賃1500円を目指して、最賃中央審議会の再開を要望します。
■郵政産業労働者ユニオン
今や郵政職場に18万人の非正規労働者がおり、正規を抜いて1番。郵政職場の非正規労働者は、地域最

賃プラス20円が基本給になる。時給が2000円ならないと安心生活できないと不平がある。電気、水道などライ
フラインの値上げはやめて！厚労省からの再改訂諮問をお願いします。
■新潟
30分ごとのバス、スーパー行くのに列車は1時間ごと。地方は動くのに苦労する。そこに物価高が直撃す

る。フランスなどは再改訂を2％で検討している。日本も積極的最賃引き上げをお願いします。

【まとめ】
「地域最賃を引き上げをできるのは、厚労省しかない。厚労省の諮問中央審議会に諮問を要請を

した。中央審議会は毎年6月に開き、全国の最賃目安を出す。今日の狂乱物価に1年間の猶予は長過ぎ
る。少なくとも、年末までに中央審議会で討論、目安を出す。それがでくるのは厚労省！政府が賃金
引き上げできるのは厚労省！審議会を開くのも厚労省しかない。
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